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１
　
は
じ
め
に

九
月
二
九
日
、
東
京
証
券
取
引
所
が
、「
上
場
制
度
整
備
の
実
行
計
画
二
〇
〇
九
」
を
公
表
し
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

向
上
に
向
け
た
環
境
整
備
の
一
環
と
し
て
、
独
立
取
締
役
導
入
義
務
化
の
検
討
を
始
め
た
。
独
立
取
締
役
の
導
入
義
務
化
は
、
今
年

公
表
さ
れ
た
企
業
統
治
研
究
会
や
金
融
審
議
会
金
融
分
科
会
「
我
が
国
金
融
・
資
本
市
場
の
国
際
化
に
関
す
る
ス
タ
デ
ィ
グ
ル
ー
プ

（
以
下
、
金
融
審
議
会
と
略
記
）」、
日
本
経
団
連
（
以
下
、
経
団
連
と
略
記
）
の
報
告
書
や
中
間
整
理
で
も
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
テ

ー
マ
で
あ
る
。

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
審
議
会
で
の
審
議
経
過
を
辿
る
と
、
企
業
統
治
研
究
会
と
金
融
審
議
会
は
、
独
立
取
締
役
の
導
入
を
義
務
付

け
よ
う
と
し
た
も
の
の
、
最
終
的
に
は
義
務
化
を
見
送
っ
た
の
に
対
し
、
経
団
連
は
一
貫
し
て
反
対
し
て
い
た
。
経
団
連
が
導
入
義

務
化
に
反
対
し
た
理
由
は
、
大
き
く
以
下
三
点
に
ま
と
め
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
現
行
の
監
査
役
会
設
置
会
社
に
よ
る
ガ
バ
ナ
ン

ス
体
制
で
も
充
分
監
督
が
行
え
て
お
り
、
む
し
ろ
監
査
役
制
度
は
欧
米
の
経
営
監
視
機
能
に
勝
る
と
も
劣
ら
な
い
こ
と
、
②
東
証
の

上
場
会
社
で
監
査
役
会
設
置
会
社
の
四
四
％
が
自
主
的
に
社
外
取
締
役
を
選
任
し
て
い
る
こ
と
、
③
独
立
取
締
役
が
企
業
の
業
績
向

上
に
貢
献
し
た
か
が
立
証
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
で
あ
る
（
１
）。

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
推
進
、
反
対
の
意
見
が
出
さ
れ
る
独
立
取
締
役
導
入
義
務
化
に
つ
い
て
、
経
団
連
が
導
入
義
務
化
反
対
の
理

由
と
し
た
論
点
を
検
討
し
、
独
立
取
締
役
の
導
入
義
務
化
に
つ
い
て
以
下
で
考
察
し
た
い
。

独
立
取
締
役
導
入
義
務
化
を
巡
っ
て

深
見
　
泰
孝



２
　
現
行
の
経
営
監
視
制
度
は
優
れ
て
い
る
の
か

（
１
）
取
締
役
会
、
監
査
役
制
度
改
革

ま
ず
、
日
本
企
業
の
現
行
の
経
営
監
視
制
度
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。
日
本
企
業
は
取
締
役
会
が
経
営
監
視
を
行
う
欧
米
企
業
と

異
な
り
、
取
締
役
会
に
加
え
て
監
査
役
に
よ
る
二
重
の
経
営
監
視
が
行
わ
れ
て
い
る
。
彼
ら
に
よ
る
監
視
内
容
は
大
き
く
分
け
て
、

①
経
営
の
効
率
性
向
上
、
②
経
営
の
適
法
性
確
保
、
③
経
営
者
の
利
益
相
反
行
為
の
防
止
で
あ
り
（
２
）、

①
は
取
締
役
会
が
、
②
、
③
は

両
者
に
よ
っ
て
監
視
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
二
重
の
経
営
監
視
体
制
が
敷
か
れ
て
い
る
こ
と
を
取
り
上
げ
、
経
団
連
は
現
行
制

度
が
欧
米
の
経
営
監
視
機
能
に
劣
ら
な
い
と
主
張
し
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
、
我
が
国
の
経
営
監
視
の
制
度
的
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、
明
治
三
二
年
商
法
改
正
で
監
査
役
制
度
が
採
用
さ
れ
て
以
来
、
漸

次
改
正
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
内
容
を
簡
単
に
振
り
返
る
と
、
戦
前
の
日
本
企
業
の
経
営
管
理
機
構
は
、
株
主
総
会
が
意
思
決
定
機
関

を
担
い
、
取
締
役
が
業
務
執
行
機
関
、
監
査
役
が
監
督
機
関
の
機
能
を
担
っ
て
い
た
。
一
方
、
戦
後
は
、
ア
メ
リ
カ
式
の
取
締
役
会

制
度
が
導
入
さ
れ
、
以
後
表
１
の
よ
う
に
制
度
改
正
が
行
わ
れ
て
き
た
。

表
１
に
よ
れ
ば
、
平
成
一
四
年
の
商
法
改
正
ま
で
は
監
査
役
の
機
能
強
化
に
よ
る
経
営
監
視
が
、
平
成
一
四
年
以
降
は
、
取
締
役

会
の
業
務
執
行
と
監
督
を
明
確
に
分
離
し
、
取
締
役
会
に
よ
る
経
営
監
視
機
能
の
強
化
が
目
指
さ
れ
て
き
た
。
ま
た
、
大
き
な
流
れ

と
し
て
こ
う
し
た
仕
組
み
の
改
正
に
加
え
て
、
社
外
人
材
の
登
用
に
よ
る
監
視
機
能
の
強
化
が
目
指
さ
れ
て
き
た
の
で
あ
る
。

こ
う
し
た
制
度
改
正
の
背
景
に
は
、
取
締
役
会
、
監
査
役
を
巡
る
課
題
が
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
日
本
企
業
で
は
、
経
営
者
が
彼
ら

の
人
事
権
を
掌
握
し
、
年
功
的
処
遇
を
行
い
、
ほ
と
ん
ど
の
取
締
役
を
業
務
執
行
取
締
役
に
し
て
い
た
。
こ
れ
ら
か
ら
経
営
者
（
従

業
員
出
身
者
）
を
ト
ッ
プ
と
す
る
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
構
造
が
構
築
さ
れ
、
取
締
役
の
監
視
対
象
で
あ
る
経
営
者
が
、
取
締
役
を
監
視
す
る

立
場
に
あ
り
、
取
締
役
に
よ
る
経
営
監
視
は
十
分
機
能
し
て
い
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
取
締
役
会
は
、
常
務
会
な
ど
で
作
成
さ
れ
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た
議
案
を
審
議
・
承
認
し
、
経
営
者
の
意
思
決
定
に
手
続
き
上
の
正

当
性
を
与
え
る
場
と
な
り
、「
取
り
締
ま
ら
れ
役
会
」、「
社
長
の
独
演

会
」
な
ど
と
揶
揄
さ
れ
、
経
営
監
視
機
能
は
有
名
無
実
化
し
て
い
た

の
で
あ
る
。

次
に
、
監
査
役
は
法
律
上
、
会
計
監
査
と
業
務
監
査
（
適
法
性
監

査
・
妥
当
性
監
査
）
を
行
え
る
。
と
こ
ろ
が
、
業
務
監
査
に
お
い
て
、

妥
当
性
監
査
は
経
営
判
断
に
関
わ
る
た
め
、
法
令
、
定
款
に
適
合
し

て
い
る
か
否
か
を
監
査
す
る
適
法
性
監
査
に
事
実
上
限
ら
れ
て
い
た
。

ま
た
、
監
査
役
は
取
締
役
会
へ
の
出
席
、
意
見
開
陳
は
で
き
る
が
、

議
決
権
が
な
い
た
め
経
営
監
視
に
十
分
な
効
果
を
も
っ
て
い
る
と
は

言
い
難
い
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
荏
原
の
決
算
不
承
認
事
件
に
係
っ

て
、
社
外
監
査
役
の
大
森
義
夫
氏
が
「
自
分
が
社
外
取
締
役
だ
っ
た

ら
、
経
営
陣
は
真
剣
に
調
査
に
取
り
組
ん
だ
は
ず
だ
（
３
）」

と
指
摘
し
た

こ
と
か
ら
も
わ
か
る
。

（
２
）
制
度
改
正
で
課
題
は
解
消
さ
れ
た
の
か

で
は
、
表
１
に
示
し
た
制
度
改
正
で
こ
う
し
た
課
題
は
解
消
さ
れ

た
の
だ
ろ
う
か
。
ま
ず
、
社
外
監
査
役
に
つ
い
て
考
察
し
た
い
。
こ
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表１　経営監視の制度変更の主な変更点

（出所）仲田正機編『比較コーポレート・ガバナンス研究―日本・英国・中国の分析―』中央経済社、
平成17年、細川孝・桜井徹編著『転換期の株式会社―拡大する影響力と改革課題―』ミネル
ヴァ書房、平成21年より作成

年 目的

昭和25年
所有と経営の分離を制度的に
明確化

昭和49年
二重の監督制度を採り、経営
者監視を十分に機能させる

平成５年
社外人材による監査を通じた
監視機能強化

平成13年
監査役の取締役会からの独立
性を高め、監視機能を強化

平成14年
取締役の業務執行と監督を分
離させ、社外人材も加えた監
督による監視機能強化

平成17年 上記の適用範囲拡大

内容
アメリカ式の取締役会制度を導入
上記に伴い、監査役の監査範囲を会計監査
に限定
再び監査役に業務監査権限を与える
会計監査人による監査制度を新設

大会社に対して社外監査役導入義務化

社外監査役の要件厳格化
社外監査役の構成員増加（半数以上へ）
取締役会への出席義務、意見開陳義務（議
決権なし）
大会社の委員会等設置会社の選択導入
委員会等設置会社への社外取締役導入義務
化
規模にかかわらず委員会設置会社の導入可



の
制
度
は
、
九
〇
年
代
初
頭
に
証
券
・
金
融
不
祥
事
を
は
じ
め
企
業
不
祥
事
が
相
次
い
だ
こ
と
、
日
米
構
造
協
議
で
社
外
取
締
役
導

入
が
要
望
さ
れ
た
こ
と
を
き
っ
か
け
と
し
て
、
社
外
人
材
に
よ
る
監
視
機
能
強
化
を
目
的
に
導
入
さ
れ
た
。

と
こ
ろ
が
、
平
成
五
年
の
商
法
改
正
で
導
入
が
義
務
付
け

ら
れ
た
社
外
監
査
役
の
要
件
は
、「
就
任
前
五
年
間
、
当
該
会

社
又
は
そ
の
子
会
社
の
取
締
役
又
は
支
配
人
そ
の
他
の
使
用

人
で
な
か
っ
た
者
」
と
社
外
性
、
独
立
性
と
も
不
十
分
な
も

の
で
あ
っ
た
。
そ
の
結
果
、
日
本
監
査
役
協
会
が
実
施
し
た

調
査
（
表
２
）
に
よ
れ
ば
、
平
成
八
年
、
一
三
年
に
は
親
会

社
、
関
連
会
社
の
役
職
員
、
社
内
出
身
監
査
役
Ｏ
Ｂ
、
当
社

ま
た
は
子
会
社
Ｏ
Ｂ
が
約
四
〇
％
、
取
引
銀
行
の
役
職
員
、

そ
の
他
主
要
取
引
先
の
役
職
員
を
含
め
る
と
社
外
監
査
役
の

半
数
以
上
は
内
部
者
か
、
も
し
く
は
経
営
者
と
利
害
関
係
の

あ
る
人
物
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
要
件
厳
格
化
後
に
行
わ
れ
た

平
成
一
九
年
調
査
で
も
、
親
会
社
の
役
職
員
が
二
〇
％
を
超

え
、
取
引
銀
行
の
役
職
員
、
取
引
先
の
役
職
員
、
大
会
社
の

役
職
員
を
含
め
る
と
社
外
監
査
役
の
四
六
％
が
、
社
外
性
が

乏
し
い
か
も
し
く
は
経
営
者
と
利
害
関
係
に
あ
る
人
物
で
あ

っ
た
（
４
）。

す
な
わ
ち
、
平
成
八
年
、
一
三
年
調
査
と
比
べ
て
減
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表２　社外監査役の現職または前職

（出所）社団法人日本監査役協会「月刊監査役」No. 454、No. 534より作成

現職または前職 平成８年
親会社の役職員 22.8%
関連会社等の役職員 9.6%
５年経過後再任された社内出身監査役 7.9%

大学教授またはそのOB 1.1%
その他 8.1%
無回答 1.5%

平成13年
25.6%
7.5%
5.2%

0.9%
9.1%
1.2%

平成19年
21.2%

当社または子会社OB 2.5% 1.7%
取引銀行の役職員 9.7% 9.7% 7.5%
その他の主要取引先の役職員 4.9% 5.0%
大株主の役職員 10.9%
取引先の役職員 6.3%
親会社以外の主要株主役職員 11.2% 10.6%
会社と無関係な会社の役職員 16.5%
生保・損保の役職員 2.4% 2.3%
主務官庁・官公庁OBなど 2.7% 2.5% 2.5%
公社・団体等役職員 1.0% 1.1%
公認会計士 2.5% 4.0% 7.5%
税理士 4.2% 4.4% 4.9%
弁護士 7.8% 9.1% 13.2%

2.1%
6.4%
1.0%



っ
た
と
は
い
え
、
依
然
と
し
て
半
数
近
い
社
外
監
査
役
が
経
営
者
か
ら
の
独
立
性
が
十
分
で
は
な
く
、
監
視
機
能
強
化
に
つ
な
が
っ

た
か
は
疑
わ
し
い
の
で
あ
る
。

３
　
社
外
取
締
役
と
経
営
者
の
関
係

平
成
一
四
年
度
以
降
の
商
法
改
正
で
は
、
取
締
役
会
の
業
務
執
行
と
監
督
の
分
離
に
よ
る
経
営
監
視
機
能
の
強
化
が
目
指
さ
れ
た
。

そ
の
方
策
と
し
て
、
大
会
社
に
は
社
外
取
締
役
の
導
入
を
義
務
付
け
た
委
員
会
等
設
置
会
社
を
選
択
導
入
で
き
る
よ
う
に
し
た
。
と

こ
ろ
が
、
商
法
改
正
か
ら
七
年
を
経
た
現
在
で
も
、
東
証
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
委
員
会
設
置
会
社
を
導
入
し
た
の
は
上
場
企
業
の

二
・
三
％
に
過
ぎ
な
い
（
５
）。

一
方
の
監
査
役
会
設
置
会
社
で
も
、
四
四
％
の
企
業
で
自
主
的
に
社
外
取
締
役
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。
社
外
取
締
役
の
導
入
が
先

行
し
て
い
る
ア
メ
リ
カ
で
は
、
次
の
理
由
か
ら
社
外
取
締
役
が
導
入
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
一
九
七
〇
年
代
に
相
次
い
だ
企
業
不
祥

事
や
経
営
者
に
よ
る
株
主
利
益
を
無
視
し
た
権
限
濫
用
に
対
し
、
取
締
役
会
の
も
つ
監
督
機
能
強
化
が
叫
ば
れ
、
こ
れ
を
実
現
す
る

た
め
に
経
営
者
か
ら
の
独
立
性
の
高
い
取
締
役
会
が
目
指
さ
れ
た
。
そ
こ
で
、
経
営
者
か
ら
独
立
し
、
第
三
者
の
立
場
で
、
会
社
の

長
期
的
か
つ
最
善
の
利
益
に
基
づ
く
経
営
判
断
を
も
た
ら
す
と
考
え
ら
れ
た
社
外
取
締
役
が
採
用
さ
れ
た
の
で
あ
っ
た
。

で
は
、
日
本
企
業
の
社
外
取
締
役
に
は
経
営
者
と
ど
の
よ
う
な
関
係
を
も
つ
人
物
が
つ
い
て
い
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
れ
を
調
べ

た
調
査
（
表
３
）
で
は
、
委
員
会
設
置
会
社
の
五
八
％
（
平
成
一
八
年
度
は
六
〇
・
一
％
）、
監
査
役
会
設
置
会
社
の
四
七
・
五
％

（
平
成
一
八
年
度
は
五
七
・
九
％
）
の
社
外
取
締
役
が
親
会
社
、
関
係
会
社
、
大
株
主
、
親
族
、
報
酬
関
係
の
あ
る
者
で
あ
っ
た
。

こ
の
よ
う
に
、
日
本
企
業
の
社
外
取
締
役
が
経
営
者
か
ら
の
独
立
性
が
低
い
の
は
、
社
外
取
締
役
の
要
件
に
も
一
因
が
あ
ろ
う
。

ア
メ
リ
カ
や
イ
ギ
リ
ス
の
そ
れ
は
表
４
に
ま
と
め
た
よ
う
に
、
社
外
性
に
加
え
て
経
営
者
と
の
利
害
関
係
も
問
う
て
い
る
。
一
方
、

（58）



（59）

表３　社外取締役と会社の関係

（出所）東京証券取引所「東証上場会社コーポレート・ガバナンス白書2009」平成
21年より作成

監査役会設置会社
平成18年

親会社 12.7%
関係会社 14.1%

責任限定契約 30.7%

委員会設置会社
平成18年

18.2%
7.8%

86.0%

平成20年
19.1%
5.7%

大株主 20.6% 14.3% 8.8%
親族 2.3% 1.6% 5.3%
報酬関係 8.2% 18.2% 19.1%
他社社外兼任 42.2% 57.4% 60.6%
他社執行兼任 45.3% 37.2% 31.7%

92.3%

平成20年
10.2%
12.7%
16.1%
2.8%
5.7%

45.7%
46.0%
59.1%

表４　アメリカ・イギリスの社外取締役要件

（出所）NYSE Corporate Governance RulesおよびThe Combined Code on Corporate Governance June
2006より作成

Corporate Governance Rules

社外性

過去３年間において当該会社の従
業員であった者

直属の親族が過去３年間において
当該会社の業務執行取締役であっ
た者

利害関係

過去３年間において自身および近
親者が、当該上場企業から取締役
報酬、委員報酬を除いて１年間に
10万ドル以上の直接報酬を得てい
る者

自身および近親者が当該企業およ
び過去３年間に業務執行役員とし
て所属した企業の報酬委員会の委
員でない者

過去３年間において自身および近
親者が当該企業と100万ドル以上
もしくは連結で売上の２％を超え
る取引先の従業員でない者

過去３年間において自身および近
親者が監査人である会社の従業員
でなく、その間に当該企業の監査
業務に携わっていないこと。

The Combined Code on Corporate
Governance

過去５年間において当該会社またはグ
ループ会社の従業員であった者

当該会社顧問、取締役、上級社員の近
親者である者

過去および現在において取締役報酬以
外に報酬を受けていない者

また、当該上場会社のストックオプシ
ョン・業績連動報酬、年金対象者でな
い者

取締役の相互派遣になっていないこと

他社への関与を通じて、他の取締役と
利害関係がない者

過去３年間において、当該企業と重要
な取引がない者

過去３年間において、関係会社の役員
として当該企業と重要な取引がない者

主要株主の代理でない者

取締役としての在任期間が９年以上で
ない者



我
が
国
の
そ
れ
は
、
会
社
法
第
二
条
第
一
五
項
に
お
い
て
、「
現
在
ま
た
は
過
去
に
お
い
て
、
当
該
株
式
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
の

業
務
執
行
取
締
役
、
若
し
く
は
執
行
役
又
は
支
配
人
そ
の
他
の
使
用
人
で
な
い
こ
と
」
と
規
定
し
、
社
外
性
だ
け
を
問
う
て
い
る
。

そ
れ
ゆ
え
、
表
３
に
示
し
た
社
外
性
が
十
分
で
な
い
人
や
、
経
営
者
と
利
害
関
係
の
あ
る
人
物
で
も
社
外
取
締
役
に
就
け
る
の
で
あ

る
。４

　
社
外
取
締
役
の
効
果
を
巡
る
内
外
の
実
証
研
究

次
に
、
経
団
連
が
主
張
し
た
社
外
取
締
役
が
企
業
業
績
の
向
上
に
役
立
っ
た
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
に
行
わ
れ
た

実
証
研
究
を
ま
と
め
て
お
き
た
い
。
確
か
に
、
米
国
企
業
を
取
り
上
げ
た
実
証
研
究
で
は
、
社
外
取
締
役
が
企
業
価
値
に
正
の
影
響
（
６
）

を
与
え
な
い
と
言
わ
れ
て
い
る
が
、
日
本
企
業
を
取
り
上
げ
た
最
近
の
実
証
研
究
か
ら
は
、
そ
う
と
も
言
い
切
れ
な
い
結
果
も
表
れ

て
い
る
。

大
柳
・
関
口
（
平
成
一
三
年
）
で
は
、
日
本
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
行
っ
た
調
査
を
Ｑ
Ａ
Ｑ
Ｆ
と
い
う

手
法
（
７
）

を
用
い
て
社
外
取
締
役
、
社
外
監
査
役
、
執
行
役
員
が
企
業
業
績
に
与
え
た
影
響
を
実
証
し
た
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
社
外
取
締

役
や
社
外
監
査
役
と
い
う
社
外
人
材
は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
効
果
を
向
上
さ
せ
、
結
果
と
し
て
業
績
を
向
上
さ
せ
た
が
、
執
行
役
員
と
企

業
業
績
の
向
上
に
は
相
関
関
係
は
認
め
ら
れ
な
い
と
結
論
づ
け
た
。
こ
れ
以
後
も
宮
島
・
原
村
・
稲
垣
（
平
成
一
五
年
）、
内
閣
府

（
平
成
一
六
年
）、
三
輪
（
平
成
一
八
年
）、
清
水
（
平
成
一
九
年
）
で
、
社
外
取
締
役
と
企
業
業
績
や
企
業
価
値
向
上
と
の
相
関
性
が

実
証
的
に
分
析
さ
れ
、
こ
れ
ら
で
は
、
企
業
価
値
の
向
上
に
は
つ
な
が
る
も
の
の
、
全
て
の
論
文
で
企
業
業
績
の
改
善
に
は
結
び
つ

い
て
い
な
い
と
さ
れ
た
。

し
か
し
、
齋
藤
（
平
成
二
一
年
）
は
、「
初
め
て
導
入
し
た
場
合
」
と
い
う
条
件
付
な
が
ら
社
外
取
締
役
の
導
入
が
企
業
業
績
の
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向
上
に
役
立
つ
と
実
証
し
た
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
平
成
八
年
か
ら
平
成
一
九
年
ま
で
に
一
度
で
も
日
経
五
〇
〇
に
含
ま
れ
た
こ

と
の
あ
る
企
業
（
金
融
業
、
他
企
業
の
子
会
社
・
関
連
会
社
を
除
く
）
四
八
三
社
を
、
社
外
取
締
役
が
い
る
会
社
と
い
な
い
会
社
を

分
け
、
社
外
取
締
役
を
任
命
し
た
会
社
の
特
徴
と
彼
ら
が
企
業
業
績
に
影
響
を
与
え
た
の
か
を
分
析
し
た
。
そ
の
結
果
、
事
業
が
複

雑
な
会
社
ほ
ど
社
外
取
締
役
を
任
命
し
て
い
る
こ
と
。
そ
し
て
、
初
め
て
社
外
取
締
役
を
導
入
し
た
会
社
で
は
、
社
外
取
締
役
任
命

一
年
後
、
二
年
後
、
三
年
後
の
い
ず
れ
の
Ｒ
Ｏ
Ａ
、
ト
ー
ビ
ン
の
ｑ
と
も
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
変
化
を
見
せ
て
お
り
、
こ
の
場
合
に
限
っ

て
、
社
外
取
締
役
が
企
業
業
績
、
企
業
価
値
と
も
向
上
さ
せ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

５
　
日
本
企
業
を
取
り
巻
く
環
境

最
後
に
、
バ
ブ
ル
期
と
近
年
の
日
本
企
業
の
財
務
指
標
を
比
較
し
、
日
本
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
が
変
化
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら

か
に
し
て
お
き
た
い
。
平
成
三
年
の
バ
ブ
ル
崩
壊
後
、
日
本
経
済
は
「
失
わ
れ
た
一
〇
年
」
と
呼
ば
れ
る
長
期
不
況
に
陥
っ
た
。
こ

の
期
間
中
、
会
計
基
準
の
変
化
（
取
得
原
価
主
義
か
ら
時
価
主
義
へ
）
や
不
良
債
権
処
理
の
一
環
と
し
て
持
ち
合
い
解
消
が
行
わ
れ
、

株
式
保
有
構
造
は
大
き
く
変
化
し
た
。『
株
式
分
布
状
況
調
査
』
に
よ
れ
ば
、
平
成
元
年
に
は
金
融
機
関
（
信
託
銀
行
を
除
く
）
と

事
業
法
人
合
計
の
持
株
比
率
は
六
〇
・
五
％
だ
っ
た
が
、
平
成
一
九
年
に
は
三
四
・
八
％
と
ほ
ぼ
半
減
し
、
一
方
で
、
外
国
人
の
そ

れ
は
、
三
・
九
％
か
ら
二
五
・
五
％
へ
と
ほ
ぼ
一
貫
し
て
増
加
を
続
け
て
い
る
。

株
式
保
有
構
造
の
変
化
は
、
日
本
企
業
の
経
営
に
も
影
響
を
与
え
た
。
表
５
に
バ
ブ
ル
期
（
昭
和
六
〇
年
か
ら
平
成
二
年
）
と
近

年
（
平
成
一
四
年
か
ら
一
九
年
）
の
資
本
金
一
〇
億
円
以
上
の
企
業
の
財
務
指
標
を
ま
と
め
た
。
表
５
に
よ
る
と
、
両
期
間
で
明
ら

か
に
異
な
る
こ
と
は
、
収
益
性
の
改
善
と
配
当
性
向
の
上
昇
で
あ
る
。
前
者
は
、
平
成
一
七
年
度
以
降
、
当
期
純
利
益
や
総
資
産
利

益
率
（
Ｒ
Ｏ
Ａ
）
が
大
幅
に
上
昇
し
、
バ
ブ
ル
期
よ
り
も
そ
の
数
値
は
高
い
。
そ
し
て
、
配
当
性
向
も
バ
ブ
ル
期
は
三
〇
％
台
で
推
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移
し
て
い
た
が
、
近
年
は
五
〇
％
台
後
半
で
推
移
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、

こ
の
二
〇
年
で
、
外
国
人
投
資
家
に
よ
る
株
式
保
有
比
率
の
増
加
、「
モ
ノ

言
う
」
国
内
投
資
家
の
登
場
に
よ
り
、
日
本
企
業
は
そ
れ
ま
で
の
含
み
益
経

営
か
ら
、
株
主
を
重
視
し
た
ア
メ
リ
カ
型
の
企
業
経
営
へ
と
変
化
し
始
め
て

い
る
。

こ
う
し
た
変
化
に
加
え
、
我
が
国
で
も
近
年
、
ラ
イ
ブ
ド
ア
の
ニ
ッ
ポ
ン

放
送
買
収
事
件
に
代
表
さ
れ
る
敵
対
的
な
企
業
買
収
も
散
見
さ
れ
、
買
収
防

衛
策
の
策
定
が
各
企
業
で
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
買
収
防
衛
策
の
行
使

を
巡
っ
て
は
、
こ
れ
を
経
営
者
が
自
ら
の
支
配
維
持
に
利
用
す
る
可
能
性
が

あ
り
、
企
業
価
値
を
最
大
に
評
価
す
る
者
へ
株
式
を
売
却
し
た
い
株
主
と
の

間
に
、
重
大
な
利
益
相
反
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
経
営
者

か
ら
独
立
し
、
長
期
的
か
つ
最
善
の
利
益
に
基
づ
い
た
判
断
を
す
る
と
考
え

ら
れ
て
い
る
独
立
性
の
高
い
第
三
者
委
員
会
や
独
立
取
締
役
に
よ
る
判
断
が

求
め
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

６
　
む
す
び
に
か
え
て

本
稿
で
は
、
独
立
取
締
役
導
入
義
務
化
を
巡
っ
て
、
経
団
連
が
導
入
義
務

化
反
対
の
理
由
と
し
た
諸
点
に
つ
い
て
検
討
し
た
。
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表５　企業（資本金10億円以上）の財務指標の変化

（単位：百万円）

（出所）財務省『法人企業統計調査』より作成

年度 当期純利益

平成17年度 15,914,418
平成18年度 19,688,287
平成19年度 17,646,327

配当金

8,592,252
11,975,041
10,280,315

配当性向

昭和60年度 5,056,600 1,942,586 38.4%
昭和61年度 4,337,600 1,996,933 46.0%
昭和62年度 5,332,555 2,078,767 39.0%
昭和63年度 7,197,911 2,413,102 33.5%
平成元年度 8,597,272 2,683,548 31.2%
平成２年度 8,920,856 2,871,077 32.2%

平成15年度 8,654,346 5,118,934 59.1%
平成16年度 9,595,763 5,337,447 55.6%

54.0%
60.8%
58.3%

売上高
経常利益率

総資産
利益率

株主資本
利益率

3.00% 1.73% 7.36%
3.00% 1.43% 5.84%
3.40% 1.61% 6.41%
3.90% 1.86% 7.23%
3.80% 1.89% 7.21%
3.60% 1.77% 6.79%

平成14年度 4,211,851 3.70% 0.74% 2.19% 4,138,220 98.3%
4.10% 1.48% 4.13%
4.80% 1.59% 4.26%
5.20% 2.52% 6.45%
5.50% 3.00% 7.61%
5.20% 2.66% 7.09%



監
査
役
会
設
置
会
社
は
、
制
度
と
し
て
は
欧
米
に
は
な
い
二
重
の
監
視
シ
ス
テ
ム
を
と
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
実
態
は
人
事

権
を
経
営
者
が
握
っ
て
い
る
こ
と
と
、
取
締
役
が
業
務
執
行
を
兼
ね
て
い
る
た
め
、
経
営
者
を
監
視
す
る
べ
き
取
締
役
は
経
営
者
か

ら
監
視
さ
れ
る
立
場
に
あ
る
。
ま
た
、
社
外
人
材
に
よ
る
監
視
も
、
そ
の
半
数
は
社
外
性
が
乏
し
い
者
お
よ
び
経
営
者
と
経
済
的
関

係
を
も
つ
者
が
就
任
し
て
お
り
、
監
視
機
能
が
高
ま
っ
た
と
は
言
え
な
い
。
さ
ら
に
、
社
外
取
締
役
導
入
と
企
業
業
績
向
上
の
相
関

性
が
立
証
さ
れ
て
い
な
い
と
の
指
摘
も
、
初
め
て
そ
れ
を
導
入
す
る
場
合
に
は
企
業
業
績
向
上
と
相
関
性
の
あ
る
こ
と
が
、
最
近
の

研
究
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。

近
年
、
日
本
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
変
化
し
、
日
本
企
業
も
ア
メ
リ
カ
式
の
株
主
を
重
視
し
た
経
営
へ
と
変
化
を
始
め
て
い
る
。

ま
た
、
近
年
わ
が
国
で
も
、
こ
れ
ま
で
あ
ま
り
見
ら
れ
な
か
っ
た
敵
対
的
な
企
業
買
収
も
散
見
さ
れ
、
そ
れ
に
伴
っ
て
株
主
と
経
営

者
の
間
に
利
益
相
反
が
生
じ
る
可
能
性
も
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
株
主
利
益
を
最
大
化
す
る
よ
う
な
判
断
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
の

た
め
、
経
営
者
か
ら
の
独
立
性
が
高
い
人
物
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

以
上
を
考
慮
す
る
と
、
上
場
企
業
の
五
六
％
が
社
外
取
締
役
を
導
入
し
て
い
な
い
現
状
に
お
い
て
、
日
本
企
業
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
を

向
上
さ
せ
る
一
方
策
と
し
て
、
独
立
取
締
役
の
導
入
義
務
化
は
意
味
が
あ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

注（
１
）

日
本
経
団
連
提
言
「
よ
り
良
い
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
め
ざ
し
て
（
主
要
論
点
の
中
間
整
理
）」
平
成
二
一
年
四
月
一
四
日
、p.

5

〜7

（
２
）

川
口
幸
美
『
社
外
取
締
役
と
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
』
弘
文
堂
、
平
成
一
六
年
、p.5

（
３
）

「
日
本
経
済
新
聞
」
平
成
二
一
年
五
月
一
八
日
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（
４
）

大
会
社
の
役
職
員
を
利
害
関
係
者
の
中
に
含
め
た
の
は
、
回
答
項
目
に
「
会
社
と
無
関
係
な
会
社
の
役
職
員
」
が
あ
る
た
め
で
あ
る
。

（
５
）

東
京
証
券
取
引
所
「
東
証
上
場
会
社
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
白
書
二
〇
〇
九
」

（
６
）

Y
erm

ack.D

（1996

）p.185

〜212
（
７
）

Ｑ
Ａ
Ｑ
Ｆ
（Q

uantitative
A

nalysis
Q

ualitative
F

actors

）
と
は
、
数
字
に
表
し
に
く
い
定
性
的
デ
ー
タ
を
定
量
的
に
分
析
す
る
手
法

で
あ
り
、
通
産
省
（
現
在
の
経
済
産
業
省
）
の
「
総
合
経
営
力
指
標
」
の
分
析
手
法
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
手
法
。

参
考
文
献

・
大
柳
康
司
・
関
口
了
祐
「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
企
業
業
績
と
の
関
係
―
社
外
取
締
役
・
社
外
監
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